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本資料の目的 

1. 本資料は、第 261 回金融商品専門委員会（2026年 9 月 2 日開催）において、純損益を通

じて公正価値（以下「FVPL」という。）で測定するように個別の定めを設ける候補となる

金融商品のうち、一部の金融商品に関する分析について聞かれた意見をまとめたもので

ある。 

 

聞かれた意見 

（分析の方向性に関する事項） 

2. FVPL で測定するように個別の定めを設けるとした場合、今後、個別の定めを設ける金融

商品に該当しない場合の取扱いについてどのように議論するのか確認したい。 

3. 償却原価で測定する範囲について、償却原価で測定するための要件を設けるのか又は残

余部分を償却原価とするかによって検討の方向性が変わると考えられることから、この

点についても今後検討させていただきたい。 

4. 金融資産について、IFRS第 9号「金融商品」（以下「IFRS第 9号」という。）では、組込

デリバティブを区分せず、SPPI要件を満たす場合は償却原価、満たさない場合は FVPLで

測定するアプローチであると理解している。この点に関して、今回の分析は、組込デリバ

ティブを区分処理した残余部分について、基本的に償却原価で測定することを想定した

アプローチを前提としているという理解でよいかを確認したい。 

（個別の分析に関する事項） 

5. 現行の金融商品会計基準等における取扱いを踏まえると、資料(3)-1 の第 51 項に示され

た「変動性を増大させる要素（レバレッジ）を含む債権及び債券等」の対象範囲が分かり

づらいと考える。また、金利がステップアップする債権及び債券等がどこで検討される

か確認したい。 

6. トレーディング目的で保有する SPPI要件を満たさない貸付金について、個別の定めを設

ける予定であるかどうかを確認したい。 
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（その他） 

7. 今後の検討において、組込デリバティブの区分処理の定めやデリバティブの定義の変更

を想定しているか確認したい。 

8. 組込デリバティブの区分処理の要件や個別の定めを設ける金融商品について検討する上

で、財務諸表利用者の観点から分析することも有用であると考える。 

以 上 


